
議案第109号

鹿児島県手数料徴収条例の一部を改正する条例制定の件

鹿児島県手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和６年11月提出

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県手数料徴収条例の一部を改正する条例

鹿児島県手数料徴収条例（平成12年鹿児島県条例第11号）の一部を次のように改正する。

別表第１観光・文化スポーツ部の表２の項のの金額の欄を次のように改める。

ア 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）第６

条第１項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により申請を

する場合 1,900円（法第20条第２項の規定の適用を受ける場合にあっては，3,900円）

イ アに掲げる場合以外の場合 2,300円（法第20条第２項の規定の適用を受ける場合

にあっては，4,300円）

別表第１保健福祉部の表５の項中「大麻草採取栽培者」を「第一種大麻草採取栽培者」に改

める。

別表第１土木部の表２の項事務の欄中「いう。）」の次に「及び建築基準法施行令（昭和25年

政令第338号。以下この項において「政令」という。）」を加え，同項の中「シまでに掲げる

建築物」を「シまでに掲げる建築物又はスに掲げる住宅」に，「，サ又はシに掲げる額」を

「からスまでに掲げる金額」に改め，同項ののア中「7,600円」を「10,000円」に改め，同

項ののイ中「13,000円」を「19,000円」に改め，同項ののウ中「20,000円」を「30,000円」

に改め，同項ののエ中「28,000円」を「43,000円」に改め，同項ののオ中「48,000円」を

「57,000円」に改め，同項ののカ中「71,000円」を「83,000円」に改め，同項ののキ中

「207,000円」を「243,000円」に改め，同項ののク中「311,000円」を「364,000円」に改め，

同項ののケ中「531,000円」を「621,000円」に改め，同項ののコ中「第18条第４項ただし

書」を「第18条第５項ただし書」に改め，同項のに次のように加える。

ス 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成28年国土交通省

令第５号）第２条第１項第１号の規定に該当する住宅 次に掲げる建築物エネルギー

経済産業省
消費性能基準等を定める省令（平成28年 令第１号）第１条第１項第１号イ

国土交通省

に規定する一次エネルギー消費量の算定対象部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当

該区分に掲げる金額

 床面積が200平方メートル未満の人の居住の用以外の用に供する部分を有しない

住宅（以下この項において「一戸建ての住宅」という。） 13,000円

 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住宅 14,000円

 床面積が300平方メートル未満の共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の

住宅（以下この項において「共同住宅等」という。） 24,000円



 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 38,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等 59,000円

 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 77,000円

別表第１土木部の表２の項の中「第18条第16項」を「第18条第20項」に改め，同項のの

ア中「次に掲げる建築物」を「次のからまでに掲げる建築物」に，「法第87条の４の昇降

機を設ける」を「又はに掲げる」に，「次に掲げる金額に昇降機１基につき16,000円（小

荷物専用昇降機にあっては，11,000円）を」を「からまでに掲げる金額に又はに掲げ

る金額をそれぞれ」に改め，同項ののアの中「14,000円」を「18,000円」に改め，同項の

のアの中「17,000円」を「25,000円」に改め，同項ののアの中「23,000円」を

「35,000円」に改め，同項ののアの中「32,000円」を「47,000円」に改め，同項ののア

の中「53,000円」を「64,000円」に改め，同項ののアの中「74,000円」を「88,000円」

に改め，同項ののアの中「178,000円」を「210,000円」に改め，同項ののアの中

「260,000円」を「307,000円」に改め，同項ののアの中「456,000円」を「537,000円」に

改め，同項ののアに次のように加える。

 法第87条の４の昇降機を設ける建築物 昇降機１基につき16,000円（小荷物専用

昇降機にあっては，11,000円）

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第11条第１項ただし書の規定

に該当する建築物（住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則（平成12年建設

省令第20号）第１条第３号に規定する建設住宅性能評価において，同法第２条第１

項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基準に適合する住宅と同等以上のエ

ネルギー消費性能を有するものである旨の評価を受けたものを除く。） 次に掲げる

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第１号イに規定する一

次エネルギー消費量の算定対象部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区分に掲

げる金額

ａ 床面積が500平方メートル以内のもの 5,500円

ｂ 床面積が500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの 7,500円

ｃ 床面積が1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの 10,000円

ｄ 床面積が2,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの 21,000円

ｅ 床面積が10,000平方メートルを超え50,000平方メートル以内のもの 35,000円

ｆ 床面積が50,000平方メートルを超えるもの 53,000円

別表第１土木部の表２の項ののイ中「次に掲げる建築物」を「次のからまでに掲げる

建築物」に，「法第87条の４の昇降機を設ける」を「又はこの項ののアのに掲げる」に，

「次に掲げる金額に昇降機１基につき14,000円（小荷物専用昇降機にあっては，10,000円）を」

を「からまでに掲げる金額に又はこの項ののアのに掲げる金額をそれぞれ」に改め，

同項ののイの中「13,000円」を「17,000円」に改め，同項ののイの中「16,000円」を

「24,000円」に改め，同項ののイの中「22,000円」を「33,000円」に改め，同項ののイ



の中「31,000円」を「44,000円」に改め，同項ののイの中「52,000円」を「62,000円」

に改め，同項ののイの中「69,000円」を「82,000円」に改め，同項ののイの中

「161,000円」を「190,000円」に改め，同項ののイの中「252,000円」を「298,000円」に

改め，同項ののイの中「445,000円」を「525,000円」に改め，同項ののイに次のように

加える。

 法第87条の４の昇降機を設ける建築物 昇降機１基につき14,000円（小荷物専用

昇降機にあっては，10,000円）

別表第１土木部の表２の項のの２中「第18条第19項」を「第18条第28項」に改め，同項の

中「第18条第24項第１号」を「第18条第38項第１号」に改め，同項の中「27,000円」を

「28,000円」に改め，同項のの２及び中「34,000円」を「36,000円」に改め，同項の中

「27,000円」を「28,000円」に改め，同項の中「34,000円」を「36,000円」に改め，同項の

の４及びの５中「27,000円」を「28,000円」に改め，同項ののイ中「8,000円」を

「7,200円」に改め，同項の及び中「第18条第16項」を「第18条第20項」に改め，同項に

次のように加える。

 政令第137条の 既存建築 28,000円

12第６項の規定に 物の敷地

基づく既存建築物 と道路の

の大規模の修繕又 制限適用

は大規模の模様替 除外認定

に関する制限の適 申請手数

用除外に係る認定 料

の申請に対する審

査

 政令第137条の 既存建築 28,000円

12第７項の規定に 物の道路

基づく既存建築物 内建築制

の大規模の修繕又 限適用除

は大規模の模様替 外認定申

に関する制限の適 請手数料

用除外に係る認定

の申請に対する審

査

別表第１土木部の表３の項の中「15,000円」を「22,000円」に改め，同項の中「10,000

円」を「17,000円」に改め，同表５の項の中「33,000円」の次に「（当該申請を情報通信技

術を活用した行政の推進等に関する法律第６条第１項の規定により同項に規定する電子情報処

理組織を使用する方法により行う場合における当該申請に係る審査にあっては，26,500円）」



を加え，同表７の項中を削り，をとし，をとする。

別表第１土木部の表14の５の項ののアの中「標準入力法」を「標準計算法」に改め，同

項ののアの中「又は」を「，又は」に改め，同項ののアのを同項ののアの

とし，同項ののアのの次に次のように加える。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 一戸建ての住宅 6,800円

ｂ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 14,000円

ｃ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 26,000円

ｄ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等 53,000

円

ｅ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 94,000円

別表第１土木部の表14の５の項ののイの中「標準入力法」を「標準計算法」に改め，同

項ののイの中「又は」を「，又は」に改め，同項ののイのを同項ののイの

とし，同項ののイのの次に次のように加える。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 床面積が200平方メートル未満の一戸建ての住宅 30,000円

ｂ 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住宅 32,000円

ｃ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 59,000円

ｄ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 95,000円

ｅ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等

160,000円

ｆ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 230,000円

別表第１土木部の表14の５の項ののアの中「標準入力法」を「標準計算法」に改め，同

項ののアの中「」を「又は」に改め，同項ののアのを同項ののアのとし，

同項ののアのの次に次のように加える。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 一戸建ての住宅 3,400円

ｂ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 6,800円

ｃ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 13,000円

ｄ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等 27,000

円

ｅ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 47,000円

別表第１土木部の表14の５の項ののイの中「」を「又は」に改め，同項ののイ

のを同項ののイのとし，同項ののイのの次に次のように加える。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 床面積が200平方メートル未満の一戸建ての住宅 15,000円



ｂ 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住宅 16,000円

ｃ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 30,000円

ｄ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 47,000円

ｅ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等 80,000

円

ｆ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 115,000円

別表第１土木部の表14の６の項事務の欄中「平成28年国土交通省令第５号。」を削り，同項の

及びを次のように改める。

 法第11条第１項 エネルギ 次に掲げる適合性判定に係る建築物の区分に応じ，そ

の規定に基づく提 ー消費性 れぞれ当該区分に掲げる金額

出又は法第12条第 能確保計 ア 住宅以外の用に供する建築物（以下この項におい

２項の規定に基づ 画適合性 て「非住宅建築物」という。）で，モデル建物法を用

く通知に関する建 判定手数 いて計算したもの 次に掲げる適合性判定に係る建

築物エネルギー消 料 築物の算定対象部分（建築物の一次エネルギー消費

費性能確保計画に 量の算定対象とする部分をいう。以下この項の及

対する審査 びにおいて同じ。）の床面積の区分に応じ，それぞ

れ当該区分に掲げる金額

 床面積が300平方メートル未満のもの 95,000

円

 床面積が300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 155,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満のもの 248,000円

 床面積が5,000平方メートル以上10,000平方メ

ートル未満のもの 323,000円

 床面積が10,000平方メートル以上25,000平方メ

ートル未満のもの 387,000円

 床面積が25,000平方メートル以上のもの

453,000円

イ 非住宅建築物で，標準入力法を用いて計算したも

の 次に掲げる適合性判定に係る建築物の算定対象

部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区分に掲

げる金額

 床面積が300平方メートル未満のもの 239,000

円

 床面積が300平方メートル以上2,000平方メート



ル未満のもの 384,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満のもの 546,000円

 床面積が5,000平方メートル以上10,000平方メ

ートル未満のもの 671,000円

 床面積が10,000平方メートル以上25,000平方メ

ートル未満のもの 793,000円

 床面積が25,000平方メートル以上のもの

904,000円

ウ 住宅の用に供する建築物で，標準計算法を用いて

計算したもの 次に掲げる適合性判定に係る建築物

の対象部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区

分に掲げる金額

 床面積が200平方メートル未満の人の居住の用

以外の用に供する部分を有しない住宅（以下この

項において「一戸建ての住宅」という。） 39,000

円

 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住

宅 43,000円

 床面積が300平方メートル未満の共同住宅，長

屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅（以下この

項において「共同住宅等」という。） 78,000円

 床面積が300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満の共同住宅等 126,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満の共同住宅等 209,000円

 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等

297,000円

エ 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法に

よるもの 次に掲げる適合性判定に係る建築物の対

象部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区分に

掲げる金額

 床面積が200平方メートル未満の一戸建ての住

宅 30,000円

 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住

宅 32,000円



 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等

59,000円

 床面積が300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満の共同住宅等 95,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満の共同住宅等 160,000円

 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等

230,000円

オ 住宅の用に供する建築物と非住宅建築物との複合

建築物（以下この項において「複合建築物」とい

う。） 適合性判定に係る一の複合建築物の住宅部分

（建築物の人の居住の用に供する部分及び共用部分

をいう。以下この項において同じ。）の建築物の区分

に応じ，この項ののウ又はエに掲げる金額に，当

該複合建築物の住宅部分以外の部分（以下この項に

おいて「非住宅部分」という。）の建築物の区分に応

じ，この項ののア又はイに掲げる金額を加えた金

額

 法第11条第２項 エネルギ 次に掲げる適合性判定に係る建築物の区分に応じ，そ

の規定に基づく提 ー消費性 れぞれ当該区分に掲げる金額

出又は法第12条第 能確保計 ア 非住宅建築物で，モデル建物法を用いて計算した

３項の規定に基づ 画変更適 もの 次に掲げる適合性判定に係る建築物の算定対

く通知に関する変 合性判定 象部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区分に

更後の建築物エネ 手数料 掲げる金額

ルギー消費性能確  床面積が300平方メートル未満のもの 47,000

保計画に対する審 円

査  床面積が300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 78,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満のもの 124,000円

 床面積が5,000平方メートル以上10,000平方メ

ートル未満のもの 161,000円

 床面積が10,000平方メートル以上25,000平方メ

ートル未満のもの 193,000円

 床面積が25,000平方メートル以上のもの

226,000円



イ 非住宅建築物で，標準入力法を用いて計算したも

の 次に掲げる適合性判定に係る建築物の算定対象

部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区分に掲

げる金額

 床面積が300平方メートル未満のもの 120,000

円

 床面積が300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満のもの 192,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満のもの 273,000円

 床面積が5,000平方メートル以上10,000平方メ

ートル未満のもの 336,000円

 床面積が10,000平方メートル以上25,000平方メ

ートル未満のもの 396,000円

 床面積が25,000平方メートル以上のもの

452,000円

ウ 住宅の用に供する建築物で，標準計算法を用いて

計算したもの 次に掲げる適合性判定に係る建築物

の対象部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区

分に掲げる金額

 床面積が200平方メートル未満の一戸建ての住

宅 19,000円

 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住

宅 21,000円

 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等

39,000円

 床面積が300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満の共同住宅等 63,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満の共同住宅等 105,000円

 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等

148,000円

エ 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法に

よるもの 次に掲げる適合性判定に係る建築物の対

象部分の床面積の区分に応じ，それぞれ当該区分に

掲げる金額



 床面積が200平方メートル未満の一戸建ての住

宅 15,000円

 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住

宅 16,000円

 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等

30,000円

 床面積が300平方メートル以上2,000平方メート

ル未満の共同住宅等 47,000円

 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メー

トル未満の共同住宅等 80,000円

 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等

115,000円

オ 複合建築物 適合性判定に係る一の複合建築物の

住宅部分の建築物の区分に応じ，この項ののウ又

はエに掲げる金額に，当該複合建築物の非住宅部分

の建築物の区分に応じ，この項ののア又はイに掲

げる金額を加えた金額

別表第１土木部の表14の６の項の中「第34条第１項」を「第29条第１項」に，「認定又は

法第41条第１項の規定に基づく建築物のエネルギー消費性能に係る認定」を「認定」に，「エ

ネルギ－消費性能向上計画認定又はエネルギー消費性能認定申請手数料」を「エネルギ－消費

性能向上計画認定申請手数料」に改め，同項ののア中「第35条第１項各号に掲げる基準又は

法第41条第２項に規定する基準」を「第30条第１項各号に掲げる基準」に，「第35条第２項」

を「第30条第２項」に改め，同項ののアの中「住宅以外の用に供する建築物（以下この項

において「非住宅建築物」という。）」を「非住宅建築物」に改め，同項ののアの中「又は

主要室入力法」を削り，同項ののアの中「性能基準」を「標準計算法」に改め，同項の

のアののａ中「人の居住の用以外の用に供する部分を有しない住宅（以下この項において

「一戸建ての住宅」という。）」を「一戸建ての住宅」に改め，同項ののアののｂ中「共同

住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅（以下この項において「共同住宅等」という。）」

を「共同住宅等」に改め，同項ののアの中「又はモデル住宅法若しくはフロア入力法を用

いて計算したもの」を削り，同項ののアのを次のように改める。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 一戸建ての住宅 6,800円

ｂ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 14,000円

ｃ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 26,000円

ｄ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等 53,000

円



ｅ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 94,000円

別表第１土木部の表14の６の項ののアに次のように加える。

 複合建築物 認定申請に係る一の複合建築物の住宅部分の建築物の区分に応じ，

この項ののアの，又はに掲げる金額に，当該複合建築物の非住宅部分の建

築物の区分に応じ，この項ののアの又はに掲げる金額を加えた金額

別表第１土木部の表14の６の項ののイ中「第35条第２項」を「第30条第２項」に改め，同

項ののイの中「又は主要室入力法」を削り，同項ののイの中「性能基準」を「標準計

算法」に改め，同項ののイの中「又はモデル住宅法若しくはフロア入力法を用いて計算し

たもの」を削り，同項ののイの中「又は」を「，又は」に改め，同項ののイの

を同項ののイのとし，同項ののイのの次に次のように加える。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 床面積が200平方メートル未満の一戸建ての住宅 30,000円

ｂ 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住宅 32,000円

ｃ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 59,000円

ｄ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 95,000円

ｅ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等

160,000円

ｆ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 230,000円

別表第１土木部の表14の６の項ののウ中「第34条第３項各号」を「第29条第３項各号」に，

「」を「」に，「第35条第２項」を「第30条第２項」に改め，同項の中「第36条第１項」

を「第31条第１項」に改め，同項ののア中「第36条第２項」を「第31条第２項」に，「第35

条第２項」を「第30条第２項」に改め，同項ののアの中「又は主要室入力法」を削り，同

項ののアの中「性能基準」を「標準計算法」に改め，同項ののアの中「」を「又

は」に改め，同項ののアのを同項ののアのとし，同項ののアのの次に次のよう

に加える。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 一戸建ての住宅 3,400円

ｂ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 6,800円

ｃ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 13,000円

ｄ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等 27,000

円

ｅ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 47,000円

別表第１土木部の表14の６の項ののイ中「第36条第２項」を「第31条第２項」に，「第35

条第２項」を「第30条第２項」に改め，同項ののイの中「又は主要室入力法」を削り，同

項ののイの中「性能基準」を「標準計算法」に改め，同項ののイの中「」を「又

は」に改め，同項ののイのを同項ののイのとし，同項ののイのの次に次のよう



に加える。

 住宅の用に供する建築物で，仕様・計算併用法によるもの

ａ 床面積が200平方メートル未満の一戸建ての住宅 15,000円

ｂ 床面積が200平方メートル以上の一戸建ての住宅 16,000円

ｃ 床面積が300平方メートル未満の共同住宅等 30,000円

ｄ 床面積が300平方メートル以上2,000平方メートル未満の共同住宅等 47,000円

ｅ 床面積が2,000平方メートル以上5,000平方メートル未満の共同住宅等 80,000

円

ｆ 床面積が5,000平方メートル以上の共同住宅等 115,000円

別表第１土木部の表14の６の項ののウ中「第34条第３項各号」を「第29条第３項各号」に，

「第36条第２項」を「第31条第２項」に，「第35条第２項」を「第30条第２項」に改め，同項

ののウの中「」を「」に改め，同項ののウの中「」を「」に改め，同項の

中「第11条」を「第13条」に，「又はイ」を「からオまで」に改める。

別表第１危機管理防災局の表３の項ののア中「（平成14年法律第151号）」を削る。

別表第１警察本部の表７の項ののアの中「1,550円」を「1,650円」に改め，同項のの

アの中「1,900円」を「1,950円」に，「免許証」を「免許証又は免許情報記録（以下この項

において「免許証等」という。）」に，「800円」を「750円」に改め，同項ののアの中

「4,100円」を「3,900円」に，「試験」を「試験（以下この項において「技能試験」という。）」

に，「6,600円」を「6,900円」に改め，同項ののイの中「1,750円」を「1,900円」に改め，

同項ののイの中「1,900円」を「1,950円」に，「免許証」を「免許証等」に，「800円」

を「750円」に改め，同項ののイの中「2,550円（法第97条第１項第２号に掲げる事項につ

いて行う試験」を「2,500円（技能試験」に，「3,350円」を「3,300円」に改め，同項のの

ウの中「1,750円」を「1,850円」に改め，同項ののウの中「1,900円」を「1,950円」に，

「免許証」を「免許証等」に，「800円」を「750円」に改め，同項ののウの中「2,600円

（法第97条第１項第２号に掲げる事項について行う試験」を「2,800円（技能試験」に，

「4,050円」を「4,550円」に改め，同項ののエの中「1,900円」を「1,950円」に，「免許

証」を「免許証等」に，「800円」を「750円」に改め，同項ののエの中「1,500円」を

「1,600円」に改め，同項ののオの中「1,700円」を「1,800円」に改め，同項ののオの

中「1,900円」を「1,950円」に，「免許証」を「免許証等」に，「800円」を「750円」に改

め，同項ののオの中「4,800円（法第97条第１項第２号に掲げる事項について行う試験」

を「4,500円（技能試験」に，「7,650円」を「7,450円」に改め，同項ののカの中「1,700

円」を「1,800円」に改め，同項ののカの中「1,550円」を「1,650円」に改め，同項の

のカの中「2,900円（法第97条第１項第２号に掲げる事項について行う試験」を「2,950円

（技能試験」に，「4,350円」を「4,700円」に改め，同項のの２のア中「3,900円」を

「3,950円」に，「6,400円」を「6,950円」に改め，同項のの２のイ中「3,750円」を

「3,850円」に，「4,550円」を「4,650円」に改め，同項の中「1,400円」を「1,350円」に，



「2,850円」を「3,100円」に改め，同表７の項のを次のように改める。

 法第92条第１項 免許証交 ア 第一種運転免許又は第二種運転免許に係る免許証

又は第95条の２第 付手数料  法第92条第１項の規定による交付を受ける場合

11項の規定に基づ ａ 政令第33条の６の２第６号に掲げるやむを得

く免許証の交付 ない理由のため免許証等の更新を受けることが

できなかった者であって，法第97条の２第１項

第３号に該当して同項の規定の適用を受けたも

の（以下この項において「特定試験免除者」と

いう。）に対して交付する免許証 2,100円（日

を同じくして第一種運転免許又は第二種運転免

許のうち２以上の種類の免許を受ける者（以下

この項において「複数免許取得者」という。）に

対する交付にあっては，1,900円に，与える免

許一種類ごとに200円を加えた金額

ｂ 特定試験免除者以外のもの 2,350円（複数

免許取得者に対する交付にあっては，2,150円

に，与える免許一種類ごとに200円を加えた金

額）

 法第95条の２第11項の規定による交付を受ける

場合 2,550円

イ 仮運転免許に係る免許証 1,100円

別表第１警察本部の表７の項ののア中「2,250円」を「2,600円」に改め，同項ののイ中

「1,150円」を「1,050円」に改め，同項のの３中「3,550円」を「3,650円」に改め，同項中

の３をの４とし，の２をの３とし，の次に次のように加える。

の２ 法第95条 特定免許情 ア 特定免許情報の記録

の２第３項の規 報記録手数  法第95条の２第６項の規定による申出をする場

定に基づく特定 料 合 1,550円（特定試験免除者に係る記録にあっ

免許情報の記録 ては1,350円，複数免許取得者に係る記録にあっ

又は法第95条の ては1,350円に，与える免許一種類ごとに200円を

３の規定により 加えた金額）

読み替えて適用  法第101条の４の２第２項の規定による申出

する法第92条第 （以下この項において「更新時不交付申出」とい

２項の規定若し う。）をする場合 800円

くは法第106条  法第95条の２第６項の規定による申出及び更新

の４第２項の規 時不交付申出のいずれをもしない場合 1,500円

定に基づく免許 （法第92条第１項，第95条の２第11項若しくは第



情報記録の書換 101条の４の２第１項の規定による免許証（仮運

え 転免許に係るものを除く。）の交付又は第94条第２

項の規定による免許証（仮運転免許に係るものを

除く。）の再交付と同時に記録を受ける場合にあっ

ては，100円）

イ 免許情報記録の書換え 1,550円（免許証（仮運

転免許に係るものを除く。）及び法第95条の２第４項

に規定する免許情報記録個人番号カードを有する者

（以下この項において「免許証・免許情報記録個人

番号カード保有者」という。）に係る書換えにあって

は100円，複数免許取得者（免許証・免許情報記録

個人番号カード保有者を除く。）に係る書換えにあっ

ては1,350円に，与える免許一種類ごとに200円を加

えた金額）

別表第１警察本部の表７の項ののア中「23,400円」を「23,750円」に改め，同項ののイ

中「19,500円」を「19,800円」に改め，同項ののウ中「14,700円」を「14,450円」に改め，

同項ののエ中「21,500円」を「22,200円」に改め，同項ののア中「14,550円」を「15,100

円」に改め，同項ののイ中「11,850円」を「12,000円」に改め，同項ののウ中「9,650円」

を「9,950円」に改め，同項ののエ中「12,450円」を「12,850円」に改め，同項ののア中

「1,900円」を「2,050円」に，「4,400円」を「5,050円」に改め，同項ののイ中「1,750円」

を「1,950円」に，「2,550円」を「2,750円」に改め，同項ののウ中「1,650円」を「1,800

円」に，「3,100円」を「3,550円」に改め，同項ののエ中「1,000円」を「1,100円」に改め，

同表７の項のを次のように改める。

 法第101条第１ 免許証等 ア 免許証の更新（同時に免許情報記録の更新を受け

項，第101条の２ 更新手数 る場合を除く。）

第１項又は第101 料  法第101条の２の２第１項の規定による経由地

条の２の２第１項 公安委員会を経由して行う更新申請書の提出（以

の規定に基づく免 下この項において「経由申請」という。）をする場

許証等の更新 合 2,750円

 更新時不交付申出をする場合（経由申請をする

場合を除く。） 1,300円

 経由申請及び更新時不交付申出のいずれをもし

ない場合 2,850円

イ 免許情報記録の更新（同時に免許証の更新を受け

る場合を除く。）

 経由申請をする場合であって，法第101条の２



の２第３項の規定による申出（以下この項におい

て「経由地書換申出」という。）をするとき

1,000円

 経由申請をする場合であって，経由地書換申出

をしないとき 1,950円

 経由申請をしない場合 2,100円

ウ 免許証の更新及び免許情報記録の更新

 経由申請をする場合であって，経由地書換申出

をするとき 2,500円

 経由申請をする場合であって，経由地書換申出

をしないとき 2,850円

 経由申請をしない場合 2,950円

別表第１警察本部の表７の項のの２の金額の欄を次のように改める。

ア 経由地書換申出をする場合 1,700円

イ 経由地書換申出をしない場合 750円

別表第１警察本部の表７の項のの３中「第104条の４第６項」を「第105条の２第２項」に，

「1,100円」を「1,150円」に改め，同項のの４中「第104条の４第７項」を「第105条の２第

５項」に，「第30条の13」を「第30条の11」に，「1,100円」を「1,150円」に改め，同項中

の４をの５とし，同項のの３の次に次のように加える。

の４ 法第105条 運転経歴 900円（運転経歴証明書の交付又は再交付を伴う場合

の２第４項の規定 情報記録 にあっては，100円）

に基づく運転経歴 手数料

情報の記録

別表第１警察本部の表７の項の中「2,350円」を「2,250円」に改め，同項ののア中

「750円」を「850円」に改め，同項ののイ中「2,350円」を「2,400円」に改め，同項のの

エの中「4,450円」を「4,650円」に改め，同項ののエの中「3,500円」を「3,800円」に

改め，同項ののエの中「2,800円」を「3,050円」に改め，同項ののオの中「4,150円」

を「4,300円」に改め，同項ののオの中「4,000円」を「4,200円」に改め，同項ののカ

中「1,500円」を「1,750円」に改め，同項ののキ中「3,100円」を「3,200円」に改め，同項

ののク中「1,400円」を「1,850円」に改め，同項ののケ中「750円」を「900円」に改め，

同項ののコの中「2,150円」を「2,300円」に改め，同項ののコの中「2,050円」を

「2,150円」に改め，同項ののコの中「2,700円」を「2,850円」に改め，同項ののコの

中「2,550円」を「2,700円」に改め，同項ののコの中「2,450円」を「2,550円」に改め，

同項ののサを次のように改める。

サ 法第108条の２第１項第11号に掲げる講習

 法第95条の６第１項の表の備考１のロに規定する優良運転者に対する講習 500



円（公安委員会の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下この項において

同じ。）と講習を受ける者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子

情報処理組織を使用する方法による講習（以下この項において「オンライン講習」

という。）にあっては，200円）

 法第95条の６第１項の表の備考１のハに規定する一般運転者に対する講習 800

円（オンライン講習にあっては，200円）

 法第95条の６第１項の表の備考１のニに規定する違反運転者等のうち特定基準不

該当者（国家公安委員会規則で定める政令第33条の７第２項の基準に該当しない者

をいう。以下この項において同じ。）でないものに対する講習 1,400円

 法第95条の６第１項の表の備考１のニに規定する違反運転者等のうち特定基準不

該当者であるものに対する講習 800円（オンライン講習にあっては，200円）

別表第１警察本部の表７の項ののシの中「6,450円」を「6,600円」に改め，同項のの

シの中「2,900円」を「2,950円」に改め，同項ののスを次のように改める。

ス 法第108条の２第１項第13号に掲げる講習

 自動車等（これに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める装置を含む。）を

使用する指導（以下この項において「実車等指導」という。）を含む講習 12,900円

 実車等指導を含まない講習 9,350円

別表第１警察本部の表７の項ののセ中「2,250円」を「2,600円」に改め，同項ののソ中

「第108条の２第１項第15号又は第16号」を「第108条の２第１項第15号」に，「2,000円」を

「2,100円」に改め，同項のに次のように加える。

タ 法第108条の２第１項第16号に掲げる講習 講習１時間につき2,050円

別表第１警察本部の表７の項の中「900円」を「1,000円」に改め，同項の中「1,450円」

を「1,400円」に，「1,200円」を「1,150円」に改め，同表８の項の及びを削り，同表の

備考６の表１の項中「4,000円」を「3,800円」に，「3,550円」を「3,650円」に，「1,250円」

を「1,200円」に，「4,250円」を「4,450円」に改め，同表２の項中「6,700円」を「6,350円」

に，「6,100円」を「6,250円」に，「2,100円」を「1,900円」に，「7,400円」を「7,750円」

に改め，同表５の項中「2,350円」を「2,600円」に，「1,900円」を「1,850円」に，「2,650

円」を「2,550円」に改め，同表６の項中「2,050円」を「2,000円」に，「2,550円」を

「2,400円」に，「3,700円」を「3,750円」に改め，同表７の項中「2,550円」を「2,600円」

に改め，同表注１中「2,350円」を「2,950円」に，「1,100円」を「1,350円」に改め，同表注

２中「500円」を「550円」に，「300円」を「350円」に改め，別表第１警察本部の表の備考７

の表１の項中「4,000円」を「3,800円」に，「3,550円」を「3,650円」に，「1,250円」を

「1,200円」に，「4,250円」を「4,450円」に改め，同表２の項中「2,050円」を「2,100円」

に改め，同表４の項中「1,300円」を「1,350円」に改め，同表５の項中「1,300円」を「1,350

円」に改め，同表６の項中「1,500円」を「1,550円」に改め，同表７の項中「2,550円」を

「2,600円」に改め，同表注１中「2,400円」を「3,000円」に，「900円」を「950円」に，



「1,100円」を「1,350円」に，「2,850円」を「2,950円」に改め，同表注２中「に150円を加

算した額」を「を減ずるほか，大型自動車免許，中型自動車免許又は準中型自動車免許に係る

教習指導員審査については200円を，普通自動車免許に係る教習指導員審査については150円を，

特定第一種運転免許に係る教習指導員審査については50円」に改める。

別表第２の14の項中「及び第10号」を「，第10号及び第14号」に改める。

附 則

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各

号に定める日から施行する。

 別表第１土木部の表２の項ののコ及び７の項の改正規定並びに別表第２の改正規定

公布の日

 別表第１保健福祉部の表の改正規定 令和７年３月１日

 別表第１観光・文化スポーツ部の表の改正規定，別表第１危機管理防災局の表の改正規

定並びに別表第１警察本部の表７の項，備考６の表及び備考７の表の改正規定並びに附則

第３項の規定 令和７年３月24日

２ この条例（前項各号に掲げる改正規定を除く。）による改正後の鹿児島県手数料徴収条例の

別表第１土木部の表２の項，14の６の項及び14の７の項の規定は，この条例の施行の日以後

に申請等がなされる事務に係る手数料について適用し，同日前に申請等がなされた事務に係

る手数料については，なお従前の例による。

３ 附則第１項第３号に掲げる改正規定による改正後の鹿児島県手数料徴収条例の別表第１観

光・文化スポーツ部の表２の項の規定は，同号に掲げる改正規定の施行の日以後に申請等が

なされる事務に係る手数料について適用し，同日前に申請等がなされた事務に係る手数料に

ついては，なお従前の例による。

（提案理由）

旅券法施行令等の改正等に伴い，所要の改正をしようとするものである。


